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○鹿角市地域維持型市道管理業務に係る共同企業体取扱要綱 

平成29年12月20日訓令第116号 

改正 

令和２年12月１日訓令第107号 

鹿角市地域維持型市道管理業務に係る共同企業体取扱要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、鹿角市地域維持型市道管理業務（以下「管理業務」という。）を実施するために結

成される地域維持型共同企業体（以下「共同企業体」という。）の取扱について、鹿角市入札参加資格

に関する要綱（平成22年鹿角市訓令第73号。以下「参加資格要綱」という。）に定めるもののほか必要

な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 管理業務 安定した道路維持作業の遂行と次世代の担い手育成の促進を図るため、市道の維持管

理に必要な道路巡視並びに舗装修繕及び草刈等の維持管理業務を一つの包括的な業務として共同企

業体に発注する業務をいう。 

(２) 共同企業体 管理業務を行うため、地域の建設業者が継続的な協業関係のもと、実施体制を安定

的に確保するために結成される企業体をいう。 

（構成員数） 

第３条 共同企業体を構成する構成員数は、２業者以上10業者以内とする。ただし、構成員は、複数の共

同企業体の構成員となることはできない。 

（要件） 

第４条 共同企業体は、次の各号に掲げる要件を満たすものとする。 

(１) 構成員は、共同企業体を結成する年度の入札参加資格者名簿に「一般土木」又は「舗装」として

登録されている市内に本社を有する建設業者であること。 

(２) いずれかの構成員が「舗装」の入札参加資格を有していること。 

(３) 運営形態は、全構成員があらかじめ定めた出資の割合に応じて資金、人員、機械等を拠出して一

体となって業務を履行する共同施工方式であること。 

(４) 前号の趣旨に鑑み、出資をしない建設業者を構成員に含まないこと。 

(５) 申請日時点において、指名停止措置を受けている建設業者を構成員に含まないこと。 

（代表者） 

第５条 共同企業体の代表者は、構成員のうち、最大の施工能力を有する建設業者とする。 

２ 前項の基準は、建設業法（昭和24年法律第100号）第27条の29第１項の規定による総合評定値の「土

木一式」及び「舗装」の合計によるものとする。 

（一般競争入札における共同企業体の結成） 

第６条 共同企業体の結成は、入札公告による資格要件に基づき建設業者が自主的に行うものとする。 

２ 前項により結成された共同企業体は、入札公告で指定する期日までに、次の各号に掲げる区分に応じ、

当該各号に定める書類を提出するものとする。 

(１) 共同企業体入札参加申請書（様式第１号） 

(２) 共同企業体協定書（様式第２号） 

(３) その他参加資格に必要と認める書類 

（有効期間） 

第７条 前条の規定により決定される入札参加資格は、参加資格要綱第６条の規定にかかわらず、決定の

対象となった業務についてのみ有効とする。 

（存続期間等） 

第８条 管理業務に係る委託契約の相手方となった共同企業体の存続期間は、原則として当該契約の履行
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後１月を経過する日までとする。なお、当該業務につき契約不適合責任がある場合は、当該期間終了後

においても、各構成員は共同連帯して責任を負うものとする。 

２ 管理業務の入札への参加のために結成された共同企業体のうち、当該業務に係る委託契約の相手方に

ならなかったものは、当該業務に係る委託契約が締結された日をもって解散されたものとみなす。 

附 則 

この要綱は、平成30年１月１日から施行する。 

附 則（令和２年12月１日訓令第107号） 

この要綱は、令和２年12月１日から施行する。（後略） 
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様式第１号（第６条関係） 
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様式第２号（第６条関係） 
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